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【図表1-3 業況判断D.I.の推移】

【図表1-1 我が国製造工業の生産動向】

第１章 我が国ものづくりが直面する課題と展望
－サプライチェーンの強化とものづくりの信頼向上に向けて－

第１節 我が国製造業の概況

しかし、原油等資源価格の高騰等を背景に、景気の先行きの不透明感が増大して
いる。地域や企業規模等によってばらつきが見られるが、足下では中小企業の業況
判断D.I.が16期ぶりにマイナスへ転じている。

備考：D.I.は業況が「良い」と答えた企業の割合から「悪い」と答えた企業の割合を差し引いた値であり、数値が大きいほど業況が良いことを示している。
資料：日本銀行「全国企業短期経済観測調査」

備考：季節別調整済。2005年=100とする。
資料：経済産業省｢鉱工業生産・出荷・在庫指数｣

【図表1-2 我が国の貿易収支】

資料：財務省貿易統計

我が国製造業の生産動向は、好調な輸出や底堅い設備投資（2007年 前年比7.7%
増加）の動きを受けて堅調に推移している。
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第１部 ものづくり基盤技術の現状と課題



4

32.2

42.5

18.6

0

5

10

15

20

25

30

35

40

45

90 91 92 93 94 95 96 97 98 99 00 01 02 03 04 05 06

北米

アジア

ヨーロッパ

（兆円）

【図表1-４ 現地法人（製造業）の地域別売上高の推移 】

【図表1-５ 現地法人（製造業）の海外進出 】

第２節 アジア規模に広がる製造業のサプライチェーンの現状と課題

資料：経済産業省「海外事業活動基本調査」

我が国製造業はグローバル競争の激化、アジア地域の成長を背景に、製造拠点の
アジア展開を進展させるなど、アジア規模でのサプライチェーン（原材料の調達から
製品を消費者（顧客）に届けるまでの一連の過程に係る事業者等のつながり）を構築
している。そうした結果、近年アジア地域の現地法人（製造業）の生産は、北米地域を
上回り、その差は拡大傾向にある。これらの現地法人の生産増加は、我が国からア
ジア地域への部品・材料等の輸出の増加をもたらし、国内経済の活発化にも寄与し
ている。

資料：経済産業省「海外事業活動基本調査」
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資料：経済産業省「海外事業活動基本調査」

【図表1-６ アジア地域の現地法人（製造業）の地域別売上高の推移 】
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資料：経済産業省「工場立地動向調査」
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【図表1-７ 我が国の工場立地動向】 【図表1-８ 国内に新設する理由】

アジア地域の現地法人（製造業）の販売に占める我が国への輸出（逆輸入）の割
合は2006年度、22．1％にとどまる一方、現地販売額の割合は上昇傾向にある。我

が国製造業のアジア展開は、アジア地域の高い経済成長を背景に、拡大する市場
の活力を取り込むものとしての性格が近年強まりつつある。

アジア地域への生産拠点の展開が活発化する一方、近年は国内の立地件数も増加
傾向にある。こうした背景には、国内の景気回復に加え、ライフサイクルの短期化等に
より、ニーズの把握から製品を市場に投入するまでの期間を短くする必要性が増加し
ていることや、「優秀な人材の確保」といった面で国内立地の意義が再評価されている
ことが考えられる。
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